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田 中 廣 滋
Enlarged global economies have been experienced to bring about market and
governmental failures. Possibly, the failures might cause great crises for the global
communities. To prevent great crises global societies attempt to construct the sustainable
mechanisms by integrating communication and incentive mechanisms. In this paper we
explore the theoretical framework of the second best sustainable mechanism by the
approach provided Tanaka (2004). We demonstrate that the sustainability can be
achieved by employing the two indexes of the altruistic and risk coefficients. The
corporations have the positive and negative stakeholders derived by their external
benefits. The sustainable mechanism restrains the performance of the corporation that the
negative stakeholder evaluates more than the positive one and enhances the performance
in the situation that positive stakeholder evaluates more than the counterpart. The new
industrial revolution is supported by connection between corporation and stakeholder and
expected to diversify the regional vitalization.
は じ め に
20世紀末から21世紀初頭の主要な経済原理として影響力を有することになった新自由主義
思想は，世界規模で拡大する経済のグローバル化の理論的な支柱となった。その主要な論点
は市場の競争原理が有効に機能すれば，厚生経済学の基本定理が説明するように，グローバ
ル経済社会においても，市場に裏打ちされた経済活動は大きな経済的純便益をもたらすこと
である。ところが，グローバル社会の繁栄をもたらすという市場経済への期待と信頼は2008
年から2009年の世界経済危機を契機として，グローバル経済システムに不安定性が内在する
という懸念に置き換えられた
1)
。グローバル社会における，このつの失敗への対応が焦眉
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1) Roubini and Mihm（2010）は新自由主義によって推奨されたグローバル経済・金融システムに
不安定な要因が存在することを実証する。
の急となるが，このつの失敗の原因が一部の地域や国家で醸成され，その被害が世界全体
に急速に伝番する仕組みが出来上がっていた。グローバル社会が持続可能性であるために
は，グローバル社会とその構成要素である国家単位の経済などのローカル社会全体をリスク
から防御するシステムが構築されなければならない
2)
。Tanaka（2016a）は，グローバル経
済・社会においても市場と政府の失敗が生じることと，このつの失敗がグローバルシステ
ムの安定性と持続可能性の実現の障害となることを理論的に証明する
3)
。Tanaka（2017）
はグローバル社会における持続可能な機構に関する理論的研究を展開する。持続可能性の最
適条件が利他係数（altruistic coefficient）とリスク係数（risk coefficient）によって説明可
能であることが明らかにされる。本論文は次のつの命題を論証する。第に，持続可能性
のために構築される機構が次善の最適条件を達成する。第に，この次善の持続可能性は利
他係数とリスク係数というつの指標を組み合わせることによって実現可能であり，一方の
指標だけでは達成が不可能である。第に，次善の機構はグローバル・コミュニティの主体
である企業あるいは組織と地域社会の社会的厚生を向上させ，地域コミュニティにおけるコ
ミュニケーションとガバナンスのメカニズムの機能を高める。第に，この機構は，多くの
正のステークホルダーと共存する企業を有する地域に対して有利に作用する。
本論文の構成は以下のように叙述される。章の論点は，持続可能な機構に関する理論的
な研究に，環境と地域マネジメントに関する実践と理論研究だけでなく，企業統治
（corporate governance），インセンティブ，企業の社会的責任に関する成果が組み込まれて
いることを述べる。章は，持続可能性の次善の最適条件を実現するために利他係数とリス
ク係数の適正な組み合わせが必要であることを明らかにする。章は新しい産業革命が企業
と正および負のステークホルダーの関係に変化をもたらすことと持続可能な機構の整備が地
域外に所在する正のステークホルダーとの結びつきが強い企業を発展させることを示す。こ
の研究は持続可能性と産業構造の変革との中立性に関して議論を追加する。
．持続可能なガバナンスの構築
個々の企業や組織の活動を有効に規制するのは，国家単位で定められる法律や規則であ
り，政府の各種機関は社会的ニーズに応えるための制度の設計と実行に取り組む。気候変動
問題やグローバル社会の持続可能性に関する貢献に加えて，政府の行政ニーズは質と量の両
面で膨れ上がる。たとえば，日本国内の政策の重点が少子・高齢化に伴う国民の年齢人口構
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2) Tanaka（2009），（2011）と（2013）はグローバル経済システムの不安定性の理論分析を展開す
る。
3) 田中（2016a）はこの内容を日本語で説明する。Tanaka（2016b）と田中（2016b）はグローバ
ル公共財の供給によるこのつの失敗の防止あるいは軽減の効果を論じる。
成の拡大に伴い，子育て支援から年金制度の拡充まで広がる。さらに，地域の課題は多様化
する。ICT の産業技術や再生エネルギーの革新などによる新産業革命とも呼ばれる産業の
新陳代謝に対応する社会的ニーズとして新興産業を支える社会インフラの整備がある一方
で，競争力を失った産業あるいは企業を中核とする地域振興に対応することも重要な地域問
題である。これらの社会的ニーズは，国内の一律な措置で一掃されるものではなく，地域ご
とに特徴づけられるローカルな課題として対応が必要なものを含む。
AI や IoT などの産業技術革命の進展とともに，ハードとソフトの両面で生産物の国境を
越えた移動がより容易になる。言い換えると，市場経済の構成員である企業や組織は，国家
の保護や指導を受けることなく，海外の市場で直接に取引する機会が増える。数多くの有力
企業が海外市場で，コンプライアンスの違反やM&Aの失敗などによって本業が大きく傾
くことも珍しくない。これらの企業活動がより円滑に進むために，生産物に関連する知的財
産の移転に関するトラブルを防止する国際間の仕組みなどの整備が重要になる。企業が世界
各地のローカルコミュニティでの活動のなかで，自然環境だけでなく多様な法制度，習慣や
文化的な背景を有する課題と直接に向き合うことになることから，各企業の活動がグローバ
ル社会で持続可能であるためには，グローバル市場の原則を堅持するだけでなく，ローカル
コミュニティにおける企業の社会的責任を果たすため多数のステークホルダーとのコミュニ
ケーション機能の向上が必要である
4)
。この目標を実現するためには，企業がステークホル
ダーのニーズに応じて必要な情報を正直に公開することがガバナンスの第一歩となるが，こ
の行動は，ステークホルダーからプラスあるいはマイナスの両面で厳正な評価を時として伴
う。
Arrow（1973）は企業の社会的責任行動が経済学の理論で接近可能であることを論じた。
Tirole（2001）は企業価値との関係で企業統治に関するインセンティブ理論を展開する。田
中（2004）は持続可能な社会の実現という視点から，企業の社会的責任を論じる企業とステ
ークホルダーを統合する経済理論モデルを構築する。本論文は田中（2004）で定式化された
理論モデル（以下田中モデル）を用いて，グローバル社会に関する持続可能な機構におい
て，自発的な取組みを促す利他係数と規制的手段の評価基準となるリスク係数のつの指標
を用いて，多数のステークホルダーの間での民主的な意思決定の役割を考察する
5)
。本論文
は持続可能な機構に関して次のつの性質を解明する。第に，利他係数とリスク係数の一
方だけで持続可能なコミュニティを実現することはできないので，このつの指標を組み合
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4) Tanaka（2016e）は経済だけでなくコミュニティの役割に関する研究を展開する。
5) Sturzaker and Mell（2017）は英国のグリーベルト政策における政治的な意思決定の過程を検証
する。
わせた仕組みを構築することによって持続可能性は実現される。第に，実際の地域ガバナ
ンスにおける余剰分析は，ステークホルダー間の適正な影響度の実現などを通じて，ガバナ
ンス機構の精度の向上に貢献する。
持続可能な機構と産業構造の変革と地域活性化の関係は以下のように論じられる。
Tanaka（2004）は企業あるいは組織が市場経済と多数のステークホルダーから構成される
社会の両方において持続可能である条件を分析するためのモデルを提供する。多国籍企業と
組織にとって市場経済がグローバル化するとともにステークホルダーも多国籍の性質を強め
る。Tanaka（2009），（2011）および田中（2011），（2016a）は多数のステークホルダーを有
する企業の持続可能性を分析するための田中モデルがグローバル社会における景気循環の原
因究明とグローバルシティにおける企業と地域間の競争と協力行動の分析に適用可能である
ことを論証する。Tanaka（2016d）は ESGが提唱する持続可能な機構の有効性を分析する
理論的な分析を展開する。Tanaka（2017）は田中モデルを用いて地域ガバナンスの理論を
展開する。地域間競争において，各地域にとって達成の基準となる平均余剰が存在して，各
地域がその値を目指して行動する。地域間競争のベースはこの平均余剰にあり，その獲得に
は，地域の特性に従い異なるリスク係数が用いられる。新産業革命に連動する縮小都市の仮
説は地域の特性の差を拡大することから，地域間のリスク係数の多様性は拡大する
6)
。
．グローバル・コミュニティの持続可能性
グローバル化された経済社会が ICT技術革新に牽引される新たな産業革命によって経済
社会に構造変革をもたらすと予想される。グローバル化された企業にとって市場規模の拡大
に伴い消費者，従業員，地域住民，関連企業，地方政府などのステークホルダーの数が増え
るだけでなく，社会からの要求の内容も多様になる。大規模生産の製造業のメリットは，企
業が市場における需要に基づき利潤が見込める製品を大量に生産して，単価を引き下げて市
場に供給することであった。その一方で，ICT の技術革新は生産者と個々の消費者とを直
接結びつける仕組みを開発して，大規模生産・供給の仕組みにより消費者ニーズの把握と流
通コストの低下に効果を発揮する
7)
。住民にとっても地域外に本拠を置く企業が国家の壁を
超えて，直接に多数のステークホルダーとの環境問題，インフラ投資，知的財産などに関し
て直接的な利害関係を有する可能性が以前より高くなる。このような関係が，国家により定
められる制度だけでなく，市場機構の枠組みを超える存在となる問題がある。この新たな関
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6) Richardson and Nam（2014），Leigh and Barkely（2013），Tanaka（2016c）と田中（2017）は
縮小都市問題の背景と都市構造の変革に与える影響を分析する。
7) Rifkin（2014）が事例を紹介する。
係が形成されることによってもたらされる社会構造の変化がグローバル・コミュニティに対
する不安定性要因に加わる。この社会構造の変化も考慮して，SDGs（Sustainable
Development Goals）や ESG（Environment Society Governance）投資など持続可能性を実
現するための機構の設計が，国連などの国際機関あるいは組織を中心として進められてい
る
8)
。持続可能性を目指す機構において，実効性があるガバナンスの焦点は，多くのリスク
を軽減することと共通の目標に向かって多くの関係者が協力して行動することである。
Tanaka（2017），（2016d）は代表的グローバル企業に対する田中モデルによる議論の有効性
を論証する。地域に存在するすべての企業あるいは組織にこの代表的な企業と同様のルール
が適用されることで，地域の持続可能性が実現される。本論文はグローバル社会の持続可能
な機構における自主的なアプローチと規制的アプローチの統合的なガバナンスに対する理論
的および実証的な分析を展開する。
まずはじめに，議論の準備として，田中モデルの概要を簡潔に説明する。ある多国籍企業
と関連する n個のステークホルダーが存在すると仮定される。その構成は地域の特性によ
って異なるが，ステークホルダーには，消費者，株主，従業員，サプライヤーだけでなく地
域の住民と地方政府などが含まれる。企業は生産活動 xを継続するのに，法令を守り，多
くのステークホルダーからの協力が必要である。ステークホルダー iのニーズに対して，環
境改善，罰金，税金，地域貢献，社会的責任投資など市場での取引とは別のチャンネルで支
出 tをする。企業は生産活動から利潤 Πxを獲得するが，同時に，ステークホルダー iは
企業の生産と社会での活動に対して外部評価 Vx,tを表明する。情報の非対称性が存在す
ることから，企業はステークホルダーの評価を正確に知ることはできない。しかしながら，
この非対称性は市場の失敗の原因の一つとなっていることから，法令，基準，信用格付けな
どの制度がこの非対称性による制度的な欠陥を修正するために整備される。その効果は利他
係数 δ 1>δ>0で示され，企業がステークホルダー iによる外部評価を δVx,tと計算し
て，最適行動を決定する。
企業などの自主的な取組みが進むことはグローバル社会における持続可能性の向上に寄与
すると想定される。この活動には，企業による自主的な取組みを評価する指標や組織の整備
などが必要であり，各ステークホルダー iは情報の共有や公開などのための取組みなど y
を負担する。コミュニティ全体としての枠組みあるいは協定が実行されないと，個別の活動
は効果を発揮しないので，コミュニティの自主的な貢献への支出総額 y =y+⋯+yが外部
評価の透明性の向上に寄与する。利他係数は yの増加関数 δ y>0であると仮定される
9)
。
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8) PRI（Principles for Responsible Investment）は2006年に社会的責任投資が環境，社会，ガバナ
ンスの分野の要因を尊重することを明確にした（UNEP FI and UN Global Compact（2006））。
取引額の違反額や売上額などの企業活動の水準に対する規制基準に従い，罰金や税金が定
められる。このように，自主的手段にはないが，規制的手段は企業に各ステークホルダーか
ら具体的な達成目標が要請されるということができる。本モデルでは，ステークホルダー i
が企業に対して設定する達成の目標値は αα>0と書かれる。持続可能な社会を実現する
ためのインセンティブ制度が導入される。ステークホルダー iが増加関数 Φα−Vx, t
で示されるペナルティを企業に求める。企業がインフラ整備や地域活性化の改革などに貢献
する可能性もある。この場合，企業の活動は補助金や寄付などで支援を受ける。ただし，目
標値が達成されることはない α−Vx,t≧
と仮定される
10)
。
実際には，各企業はその値の存在を間違って認識する可能性がある。その理由は，この目
標値がステークホルダーの評価と比較可能な数値であり，企業がステークホルダーにより基
準とされる目標値を正確に知るためには企業とステークホルダーとのコミュニケーションを
重ねる必要があることである。さらに，社会環境の変化に伴い，問題解決の優先度も変わ
り，目標値自体が推移する可能性がある。目標値の変化を認識できない企業による対応の遅
れが課題とされることもある。企業が適正な知識を獲得することができずに，ステークホル
ダーの設定とは異なる目標を遂行する可能性がある。たとえば，企業が従業員のための住宅
の建設戸数の計画を実行しようとしても，その目標値が従業員や地域住民にとって十分では
ない事態も生じる。従業員の年齢や家族構成に応じて要求の内容が一様ではなく，ステーク
ホルダーの間でも住宅数と質に関する目標値は一定の値ではない。αは，法令などで定め
られる規制値，自主的に定められる自主規制値あるいは地域社会によって達成が要請される
標準に分けられる。法的な規制に関しては，未達成な部分に関して，罰金や課徴金の支払い
義務が企業には生じる。自主的取組みに関して，インセンティブ制度が構築される。たとえ
ば，自主目標が達成できないときには，格付けの低下などを通じて，企業価値の低下がもた
らされるように制度が設計される。αはこのインセンティブ制度によって企業業績に影響
する外部評価を表現するが，企業は自らの業績評価に関するステークホルダー iによる要望
が具体化された数値 αを事前に完全に知ることはできないと想定される。
この理論的アプローチは，地域の持続可能性を目指す実践的な取組みを以下のように分析
する。田中（2009）は全国で各都道府県が定める環境基本計画のなかで採用される活動の指
針となる指標数3115を自主指標と基準指標に分けて，八王子市が2001年に導入した身近な環
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9) 利他性に基づく行動が社会的厚生を向上する議論は，Roberts（1984），Andreoni（1990）など
多くの論者によって考察する。
10) 本論文におけるステークホルダーの行動に関する分析は，Becker（1983）と（1985）における
圧力グルーブの影響力に関する議論を適用する。Tanaka（1998）は，政府が非慈善行動をとる可
能性を論証する。
境指標「ちぇっくどぅ」のつの分野と「組織内の環境対策」と「その他」に分類して分析
する。自主指標と基準指標に分類前の指標が統合指標と呼ばれる
11)
。個別の都道府県の環境
基本計画には地域での過去の環境問題とその対策の歴史などを反映して，指標数と内容が異
なる。表 2-1 は，全国の指標数の総数を表示する
12)
。環境に関する活動など地域の個別の活
動などでは法令などで規制することが技術の革新などによってもたらされる社会システムの
構造改革を遅らせる可能性もあり，自主的に指標が79％で多数を占めていると言える。水・
下水，大気，生活環境の分野では，基準指標が多い分野では地域での達成の目標値の共有が
容易であり，基準指標は地域の持続可能性の向上だけではなく，地域での活動に関するトラ
ブル防止のための役割を果たしていると言える。これに対して，ごみ・再資源，エネルギ
ー，自然環境，社会環境などの分野において自主指標が多く設定されていることは，自発的
な活動を評価して，活動を促すインセンティブの仕組みに対する社会的な要請を表現する。
持続可能な社会の構築のためには，企業の生産活動に直接関係する分野だけでなく，幅広い
分野にわたり企業活動がもたらす社会的厚生を分析することが必要である。そのアプローチ
として，利他係数とリスク係数を組み合わせた分析手法の有効性が以下で論証される。
．持続可能な機構における利他係数とリスク係数
3-1 利他係数と持続可能性
田中（2006）の11頁での議論では，企業における利他係数は，株主，NPO，NGO，地域
住民など企業外部に位置するステークホルダー iによる企業に対する社会的ニーズに基づく
働きかけの水準 yにより高められると論じられる。たとえば，yは外部評価機関による標
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11) 統合指標による地域の分析の有効性は Bührs（2009）で詳細に論じられる。
12) 表 2-1 は田中（2009）のつの表，表「分野別統合指数の統合表」，表「環境基準関連の分
野別指標数」，表「自治体の自主指標の指標分野別対照表」にある合計数をもとに作成されてい
る。
表 2-1 基準指標と自主指標
(出所) 田中（2009）。
自主指標
の割合
統合指標
21％
79.0％
基準指標
2462
653
3115
計
88.3％
144
19
割合
163
その他分野
100％
100.0％
89
0
89
組織内の
環境対策
100.0％
393
0
393
社会環境
41.0％
59
85
144
生活環境
緑化・ま
ちづくり
33.7％
113
222
335
大気
48
494
自然環境
78.7％
251
68
319
245
1
自主指標
246
エネル
ギー
90.3％
446
99.3％
440
3
443
ごみ・再
資源
79％
99.6％57.7％
282
207
489
水･下水
準の設定，規制機関による効果的な検査体制の整備，広範囲の地域における監査・検査の実
施水準などを数値で表示する。これらの活動は，政府や NPOなど各種組織の活動によって
推進されるが，その一方で，企業が各種の外部機関が作成した標準に従って行動をすること
は，企業にとってガバナンスの仕組みを再構築し，情報を開示するなどのコストが必要にな
る。その一方で，持続可能な機構が整備されることによって，この追加的な費用は活動を実
践する企業価値の上昇あるいは企業リスクの軽減によって相殺される。このように，その一
部は最終的には企業の負担となるが，yiは本モデルでは持続可能な社会を実現するための社
会的費用として各ステークホルダーによって負担されると仮定される
13)
。
企業がステークホルダー iによる持続可能な社会の構築のための支出 yによって高めら
れたステークホルダーとのコミュニケーションの改善によって，企業の格付けなどで企業評
価が向上する。外部機関などのステークホルダーが利他係数を高めるための行動を起こす動
機は，企業による利己的な収益予測に基づく意思決定に社会的な企業価値を反映させる仕組
みを構築することによって，グローバル社会における市場と政府の失敗の発生を防止するこ
とにある。ESGや SDGs などの仕組みは利他係数の向上を実現すると期待される。多くの
企業がこのような持続可能な標準化の活動に参加することで，社会に企業価値がオープンに
され，企業行動の社会的評価が企業間で比較可能になる。本論文では，パリ協定の参加国数
や PRI への署名機関数などで表される yが企業による持続可能性への貢献を高める企業の
利他性の向上に寄与することが想定される。ところで，田中モデルにおいて，持続可能な社
会の構築のための支出 yとの区別のために，外部の評価機関によるガイド基準に従う企業
行動は tと表示される。外部機関による利他的活動 yは利他係数を高める効果を持つと仮
定され，理論的には，この関係は不等式 δ y>0によって示される。実際には，企業がステ
ークホルダーのガイド基準をすべて受け入れることは困難である。持続可能な社会を実現す
るためには，利他性を促すことから得られる自発的な取組みだけでなく，罰則などを伴う規
制的な措置が必要である。自発的な取組みと規制的措置を組み合せた経済社会の統合的な指
標が設計される。
これらの取組みが経済社会には費用をもたらすので，費用便益分析による合理的な根拠が
必要である。田中（2006）は企業による社会的責任の行動が企業によって認識される企業価
値を最大化することであるとして，その目的関数を
RV=δ y


Vx, t−y (1)
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13) 本論文において，持続可能な機構の構築にとって指針となる超過負担の問題が中心として議論さ
れることから，yの帰着問題は，重要であるが，持続可能性の議論との関係で論じられる。
と書き表す。このRVを適正な水準に保つことが各企業あるいは機関とステークホルダーと
の情報の共有に寄与して，持続可能な社会の実現に大きく貢献する。グローバル社会の持続
可能な機構において，各ステークホルダーが有する評価を企業が正確に把握できる仕組みの
構築が不可欠である。この情報の収集のために，ステークホルダーが持続可能な機構の役割
を理解して，その機能の向上のため自ら積極的に情報を提供することと，行政機関，NPO
などの外部の監査機関の関与も不可欠である。グローバル社会の評価と認証の仕組みが構築
されなければならない。たとえば，各ステークホルダーに関する評価が客観的であると社会
から信頼されるように，測定のために各種のガイドラインや基準が公開され，このプロセス
の公平性が外部から検証可能な状態におかれる。本理論モデルにおいて，ステークホルダー
iによる評価 Viが外部の機関に正確に把握されるためには，ステークホルダーが基準に基
づいて，実績などを適正に報告するための労力が yiで，また，それを社会で適正に評価す
る仕組みの正確さが社会全体での基準の構築により実現されることから，機構の効率性は各
ステークホルダーの労力の総和 yの関数である δ yで表示される。持続可能な機構の構築
の目的の一つは，社会的な評価 ∑


Vx, tを得ることであるが，その制度の構築と運営に
は，社会全体として測定のための費用が発生することも明らかである。また，不等式
∑


Vx, t＞ RVの成立が仮定されていることから，各 yが RVを最大化するように支出さ
れると想定される
14)
。ただし，利他係数の効率性の弾力性 ε=
y
δ
∂δ
∂y
，と各ステークホルダ
ーの支出の独立性の条件
dy
dy
=1が用いられる。
この理論モデルでは，最大化の条件
∂RV
∂y
=0 (2)
は，
ε=
δ



Vx, t−y
y
δ
=
y



Vx, t−y
(3)
と書き換えられる。弾力性が一定であれば，純外部費用の総額 ∑


Vx, t−yが大きくな
るほど yが指標として用いられる持続可能な機構の構築が進む。経済のグローバル化の進
展によって，ステークホルダーの範囲が拡大するとともに，純外部費用の総額あるいは，弾
力性が大きくなるほど，持続可能な機構の構築が進む。本論文では，持続可能な機構におい
て，企業が自らの外部評価を把握する機能を高めることを一つの目標とすることが想定され
る。この持続可能な枠組みの下で，(1)が
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14) この関係は，1>δ>0とy>0から得られる。
δ 


Vx, t−y=δ (4)
に変形されることに注意すれば，δ<1とδ ′>0が同時に成立することが求められる。このこ
とは，純外部費用の総額が十分に成長していれば，(4)を満たす限界利他係数 δ ′ はよりか
なり小さな値である。持続可能な機構は，利他性に関して δ=1の最大値ではなく，比較的
に小さな利他係数の値が目標にされる。yを駆使した持続可能な機構の構築は効率性の原則
に従って，進められることから，持続可能な機構で想定される yの増加は十分でない可能
性がある。以上で得られた帰結は命題で要約される。
命題 利他係数とリスク係数のうち，利他係数だけを用いたガバナンスの機構では，社会
的評価による企業の持続可能性は実現しない。
3-2 持続可能な機構の構築
地域社会において有力企業の業績は関連会社の収益や地域経済の景気と正の相関を持つ傾
向があるが，その一方，環境問題や社会問題などには負の影響を及ぼす
15)
。企業とステーク
ホルダーの関係には正と負のステークホルダーとに分類可能である。分析が正確になるよう
に，この分類には，ステークホルダーの評価関数が用いられ，ステークホルダーに番号を付
けて，から n1で示される正のステークホルダー，n1＋から nで表される負のステーク
ホルダーが式(5)で定義される。
∂V
∂x
≥0 1,⋯, n ，
∂V
∂x
<0 n+1,⋯, n. (5)
数式での一貫性を保つために，Φは正のステークホルダーに対して正値，負のステーク
ホルダーに対して負値で表示される。企業の利潤は生産量に関して増加関数 Π'x>0，で
ある。ESGや SDGs などで持続可能な機構のなかに置かれたとき，企業は n + 1個の変数
x, t, ⋯, tに関して目的関数
NB=Πx+δ y


Vx, t−y−t−


Φα−Vx, t. (6)
を最大化すると仮定される。(6)式を微分することによって導出される一階の最適条件式は
(7)と(8)で表示される。(7)と(8)は次善の持続可能性の条件とよばれる。
dΠ
dx
=


−δ y+
dΦ
d α−V

∂Vx, t
∂x
, (7)
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15) Becchetti and Borzaga（2010）とその理論的定式化をする田中（2014）は営利企業以外の非営
利組織に対する理論の拡張を試みる。
∂V
∂t
=
1
δ y+
dΦ
d α−V
, i=1, ⋯, n. (8)
以下において，この最適条件を用いて，新しい産業革命が進行するグローバル社会におい
て機能する持続可能な機構の性質が解明される。この社会の構造変化を分析するために有効
なモデルの特性が次のように述べられる。経済社会のグローバル化の進展とともにステーク
ホルダーの数である nが着実に増大して，企業が自らの私的な利潤を最大化する行動は，
グローバル社会における大規模な市場の失敗と政府の失敗をもたらす。この説明と対応し
て，(7)は(9)に変形される。
dΠ
dx
=


−δ y+
dΦ
d α−V

∂Vx, t
∂x
+ 


−δ y+
dΦ
d α−V

∂Vx, t
∂x
, (9)
最善の持続可能な状態が以下のように定式化される。田中（2004）は持続可能性な社会に
おいて，企業がステークホルダーと評価を共有しており，課税や課徴金などのインセンティ
ブ規制が必要とされない状態を考察する。最大化の目的関数が
Πx+


Vx, t−t (10)
と書かれる。式の上では，持続可能性に関して次善の条件(7)と(8)は最善の(11)と(12)に置
き換えられる。
dΠ
dx
=


−
∂Vx, t
∂x
, (11)
∂Vx, t
∂t
=1, i=1⋯, n (12)
この最善の持続可能性の条件に対して，2015年に国連で採択された持続可能な開発目標
SDGs（Sustainable Development Goals）
16)
は次善の持続可能な社会を実現可能にする枠組み
の構築を提唱する。この次善の持続可能性が実現されるとき，グローバル社会に発生する社
会的な損失は小さくなることが論証される。
次善の持続可能性の条件は(8)において，ステークホルダーに限界評価に等しくなるまで，
企業が貢献を高めることであると定義される。しかしながら，最善の持続可能性の条件は
(11)と(12)に書き表される。実際には，(11)と(12)がグローバルな社会で自動的に達成され
るわけでなく，現実の状況を最善の状況に近づけるための努力が継続されていると考えられ
る。この持続可能性に関する次善の条件分析することによって持続可能なカバナンスの役割
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16) Transforming our world: the 2030 Agenda for Sustainable Development（http://www.un.org/
ga/search/view_doc.asp?symbol=A/70/L.1）（2018年月13日確認）．
が明確になる。
(8)と(12)を比較すると，持続可能なメカニズムを実現する利他的な働きかけが y*で表示
されるとき，利他係数に関する条件式
0<δ y*=1−
dΦ
d α−V
<1
から，持続可能な枠組みのなかで，リスク係数は不等式
0<
dΦ
d α−V
<1
を満たす。リスク係数は利他係数とともに持続可能な枠組みを実現する重要な指標としての
機能を果たすことが明らかにされる。利他係数はまでに高めることはできなくても，リス
ク係数が有効に機能する条件を整えることによって，持続可能性を実現することができる。
命題は命題を補完する仕組みの存在を論証する。
命題 グローバル社会において次善の持続可能性は利他係数とリスク係数を適正に組み合
わせることによって実現される。
図 3-1 は持続可能なメカニズムの調整過程を図解する。持続可能が実現されるときのステ
ークホルダーの総限界評価曲線が0Gで示される。(11)の右辺は0G線で，左辺の企業の限界
利潤は AJ 線で表示される。負と正のステークホルダーの総限界評価は0Bと0Kの曲線で描
かれる。(7)の右辺は第項と第項はそれぞれ企業によって評価される負と正のステーク
ホルダーの総限界評価を合計した額は0I曲線で示される。図 3-1 は，負のステークホルダ
ーの限界評価が正のステークホルダーの限界評価を上回る場合を表示する。このときの均衡
点は点 Lで示される。ステークホルダー間で生じる政治的あるいは社会的影響力の差が企
業の持続可能な活動に負のステークホルダーが優位な存在であるとき，持続可能な最善の均
衡は点 Cで，実現可能なメカニズムの次善の解は点 Lで示される。このとき，持続可能な
最善と実現可能なメカニズムの次善産出量は x*と x**で描かれ，一部のステークホルダーの
ニーズしか反映されない市場均衡 x***より低い水準になる。ただし，この持続可能な産出量
より負のステークホルダーは企業にはさらに低い水準 x0を要求する。社会的厚生を用いた
評価において，実現可能な持続可能な水準において市場の解と比較して台形 LDEHの面積
だけ経済的余剰が増加するが，三角形 CLDの面積だけ持続可能な最善の均衡点より余剰の
損失が発生する。グローバル社会が持続可能な仕組みを構築することによって，市場機構に
よる解とステークホルダーと企業の直接的な交渉解より社会的余剰の損失を削減することが
可能である。このように，ESG メカニズムのような持続可能なメカニズムの設計はグロー
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バル社会の社会的厚生の向上に寄与する。
正のステークホルダーが優勢な社会では，正と負のステークホルダーの総限界便益曲線は
第象限に現れて，持続可能な最善の均衡点は図 3-2 の C′で描かれ，均衡生産量 x**は市場
で実現される均衡産出量 x***を上回る。負のステークホルダーだけが市場に介入して決定さ
れる生産量は曲線0Bと AKの交点 Rの水平軸の座標によって表示される。正のステークホ
ルダーは，企業あるいは組織によって外部効果あるいは波及効果からの便益を期待すること
ができる。正のステークホルダーは企業の活動から便益を得ることから，企業の外部費用曲
線は正のステークホルダーにとって負の限界費用となり，限界便益を負の値で表示する。水
平軸と持続可能な限界費用曲線との間の空間の面積は企業活動の評価としては，純便益とし
てプラスされる。図 3-1 で展開された推論を適用すれば，点 C′で企業活動から得られる純
便益は最大になる。(7)で示される持続可能な機構では，限界費用曲線0Gが実現されずに，
曲線0I に基づき限界費用が評価される。ステークホルダーのニーズが部分的に反映される
市場での均衡点 Hは持続可能な機構における均衡点 Lよりも低い水準の産出量となる。点
Dを実現するためには，利潤の減少額である三角形HLDの面積に等しい額の補塡が必要に
なる。ところで，目標となる持続可能な点 C′との比較では，交点 Dにおいて，台形DLC′E
の面積だけの利潤の低下が防止されるが，その額を上回る台形 DSC′E の社会的な厚生が失
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図 3-1 負のステークホルダーによる外部評価が相対的に優越するケース
A
B
C
D
E G
H
I
J
K
L
生産量
費用・便益
0
M
N
 0 ＊ ＊＊ ＊＊＊
(出所) 著者作成。
われる。交点が C′から Lに移動することによって三角形 LSC′の面積だけの純便益の損失
が発生する。正のステークホルダーが市場の枠組みを用いて達成される解である点 Hは次
善の持続可能な点 Dとの比較において，台形 HFSLの面積に等して純便益の低下が確かめ
られる。この値が，企業と市場の合意に基づく解決では社会には経済的な余剰の損失として
発生する。以上で論証された内容は命題に要約される。
命題 ステークホルダーの影響力において，正のステークホルダーが負のステークホルダ
ーより勝っている社会では持続可能な機構に入っていない企業の生産が持続可能な
水準を下回る。逆に，負のステークホルダーが正のステークホルダーより優位な状
態では，この機構に属さない企業の生産が持続可能な水準を上回る。利他係数とリ
スク係数が適正に機能する持続可能な機構において，次善の均衡解が達成されて，
ステークホルダーのニーズが部分的にしか反映されない市場の解よりも社会的厚生
を改善させる。
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図 3-2 正のステークホルダーによる外部評価が相対的に優越するケース
A
B
C′
D E
G
H
I
J K
L
生産量
0
M
N
R
S
費用・便益
F
 0＊ ＊＊
＊＊＊
(出所) 著者作成。
．負のステークホルダーの影響力拡大
前章の議論では，持続可能な機構の構築による社会的な厚生の増加が論証された。以上の
分析から個別の企業が持続可能な枠組みに入ることによって，グローバル社会全体も経済的
余剰が拡大することが推論される。ところで，実際の社会では，各企業は多様な正と負のス
テークホルダーの組み合わせを有する。このことは正あるいは負のステークホルダーが優勢
な企業の分布が，地域ごとに異なることを意味する
17)
。持続可能な機構が整備されるにつれ
て，正のステークホルダーが優勢な企業が多数立地する地域にとって，持続可能な機構は地
域の活性化として結実すると言える。その一方で，負のステークホルダーが優勢な企業が支
配的な地域では，持続可能な機構が社会的な厚生は向上させても，地域経済を浮上させるこ
とは期待されない。本論文は，経済のグローバル化と ICTや AI などの技術進歩に牽引され
た社会の構造改革に対応する持続可能なシステムに関する理論的な考察を行う。前章の議論
はタイプが異なる正と負のステークホルダーの組み合わせに対して，持続可能な機構の構築
は利他係数とリスク係数を用いた関与を強化する。図 3-1 と 3-2 で描かれるつのタイプの
企業においても，グローバル経済の下において，企業活動の影響が広がり，負のステークホ
ルダーとして企業と関りを持つ個人，組織，住民などが増大する。たとえば，企業活動に伴
い環境破壊，人権問題，企業倫理違反などの問題が多発する。前章の議論において，グロー
バル経済社会における持続可能性を強化する取組みが推進される，持続可能な機構の構築は
経済的な厚生の向上に寄与することは確かめられた。しかしながら，持続可能な枠組みは，
正のステークホルダーが優勢な生産活動の後押しをするのに対して，負のステークホルダー
が支配的な企業活動に対して抑制的に作用する。
第次産業革命を牽引する企業は，インターネットの機能を駆使して，幅広い顧客と供給
体制の構築を目指す。この企業の活動は図 3-2 で示される。これらの企業の活動が拡大する
ためには，持続可能性に関する条件として，情報の利用に関する法律や倫理基準の整備が必
要となる。グローバル社会における持続可能な機構の整備とともに企業の生産活動は拡大す
ることが期待されるが，このような条件に恵まれる企業は少数の企業に限られる。大多数の
企業は図 3-1 で描かれる。これらの企業は，生産活動を縮小しながら持続可能な状態を実現
する。したがって，持続可能な機構が整備されたとき，地域の活性化が進むための条件は，
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17) Tanaka（2016d）と田中（2017）は縮小都市の議論に言及して，このタイプの企業が大都市の経
済的な成長を支えることを論じる。また，縮小都市に関する都市型産業の成立の背景は
Richardson and Nam（2014）と Leigh and Blakely（2013）などで説明される。正のステークホル
ダーが優勢となる企業と都市の関係の典型的な事例はMcLaren and Agyeman（2015），May and
Perry（2018）と Komninos（2008）などで示される。
地域以外にも正のステークホルダーをネットワークに持つ企業が多く立地していることであ
る。持続可能な枠組みは第次産業革命の成果を有効に活用する企業に有利に作用すること
が予想されることから，この新しい産業革命による産業構造あるいは地域活性化には中立的
には働かない。また，正と比較して負のステークホルダーの影響力が大きな企業が支配的な
社会では，持続可能な枠組みは地域の経済活動を衰退させる。Friedmann, J. (1986),
(2002), Kennedy, C. (2011), Short, J. R. (2004) などの論者によって主張された有名な世界都
市，あるいはグローバル都市が国際経済の物流における集中あるいは集積の特性に焦点を当
てるのに対して，本論文で展開される理論モデルは分権的な資源配分のシステムの下におけ
るグローバル社会の持続可能性を考察する。
命題 持続可能な枠組みの進展は正のステークホルダーとの関係が企業の活動に有利に作
用して，これらの企業が多く立地する地域の活性化に寄与する。持続可能な機構は
グローバル社会の安定性に貢献するが，地域間格差を拡大する可能性を有する。
お わ り に
以上で，本論文は最新の情報技術を活用して，多くの海外に在住する負のステークホルダ
ーと良好なコミュニケーションを展開する企業の存在が地域活性化の核となると分析する。
アマゾン，フェイスブック，グーグル，アップルなど急成長を遂げる企業はこの代表的な例
であると考えられるが，国際的に業務を展開する企業では，リスクに結びつく社会での外部
費用の把握のために，現地での住民による評価を得ることが必要である。各企業は売上額や
利潤などの経済的指標だけではガバナンスのリスクを把握することはできずに，持続可能性
を達成できない可能性を有する。本論文は各企業が持続可能である機構が構築されること
で，社会全体が持続可能になると想定する。持続可能な機構は最善の配分を実現するのでは
なく，次善の配分を達成する。この持続可能性に関する次善の解は，利他係数とリスク係数
で表されるコミュニケーションのコストを企業に負担させる。
地域の持続可能性という観点から言えば，企業の意思決定がステークホルダーの構成要素
としてのローカル社会に新たな課題をもたらすことは避けられない。たとえば，企業が生産
拠点を海外に移転するときには，その跡地の再利用が容易になるような社会インフラの整備
は，ローカルな地域全体では費用になる
18)
。この意思決定は，(9)式を用いると次のように
説明される。この地域住民は正のステークホルダーとしての役割を演じているとすれば，地
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18) Tallon（2013）は，経済活動だけでなく，ステークホルダーとの観点から，地域の変革を検証す
る。
域での貢献 tが低下して，α−Vが増加する。Φ′>0とδが一定である仮定から，(8)の右
辺と左辺がともに低下することから，この関係の成立が確かめられる。(7)と(9)において
は，すべての正のステークホルダー iに関して，δ+Φ′ が大きくなることから，左辺の値は
小さくなり，持続可能であるために企業は生産量を拡大する。本論文において，グローバル
社会における持続可能を実現するために設計された機構がローカル社会におけるインフラ整
備の地域での負担を生産拡大による地域の経済活性化への貢献で相殺する。
謝辞 本論文は2017年度中央大学特別研究「グローバル・コミュニティにおけるソーシャル・イノベ
ーション」での支援を賜った。経済学部の教員の皆様に感謝の意を表すものである。
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